Ⅲ　各種申請チェックリスト

３　事業計画特別調書


３　事業計画特別調書
１　地区界は、道路、河川等土地区画整理事業の施行によりその位置が変更しないものによって定められているか。

1 土地区画整理事業の施行により位置が変更しないものによってのみ定められている。

②　上記以外のものにより地区界が定められている。
〔②に該当するときは、当該地区界を定めた特別の事情（土地区画整理法施行規則第８条第１号）を区域図と同様の図面に記載して添付すること。〕
２　土地区画整理事業による増進が特に認められないにもかかわらず、地区内に編入された宅地があるか（接する道路の改良が行われない宅地等）。

①　無
②  有
	宅地地番
	編入理由

	
	


３　宅地所有者及び借地権者から同意を得る際に権利者に特別に提示した条件の有無
（既存宅地の減歩率、清算金等を特別に低くする等）

①　無
②　有
〔提示した条件の内容〕
〔条件に対する対応方針〕
４　保留地販売計画、清算金処理計画
①　保留地予定単価  　　　≦ 　保留地販売時の地区内宅地予想評価額
       （　　　　　　円／㎡）      （　　　　　　円／㎡）
    　
②　従前地の１.８倍を超える増換地を予定しているか（国税、地方税当局と調整は終了しているか）。
③　１００万円を超える清算金（１人当たり）が発生する場合があるか。
